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【1869 年】（明治元年 11月 19日から明治 2年 11月 29日まで）
16．「会計官職制章程ヲ定ム」（明治 2己巳年 5月 8日，第 425）（6月 17日）【罹災者救援】【組織職掌】
17．「外国交際及理財ノ儀御下問書」（明治 2己巳年 5月 24日，第 474）（7月 3日）【罹災者救援へ
の備え】【罹災者救援】【その他②】
18．「民部官職制ヲ定ム」（明治 2己巳年 6月 4日，第 503）（7月 12日）【災害予防】【組織職掌】
19．「越後国ニ領地アル者外国船ヲ以テ囲米廻漕ノ節ハ越後府ノ免許ヲ請ケシム」（明治 2己巳年 6
月 23日，第 560）（7月 31日）【その他②】
20．「気候不順ヲ以テ奉幣使ヲ氷川神社外二社ニ発ス」（明治 2己巳年 7月朔日，第 603）（8月 8日）
【直前予防】
21a．「従来ノ百官並受領ヲ廃シ位階ヲ称シ神職僧官ハ旧ニ仍ラシム」（明治 2己巳年 7月 8日，第
620）（8月 15日）【組織職掌】
21b．「職員令並官位相当表」（明治 2己巳年 7月 8日，第 622）（8月 15日）【組織職掌】
22．「夫食種籾農具等貸下ノ措置ヲ定ム」（明治 2己巳年 7月 14日，第 652）（8月 21日）【罹災者救援】
【注解】

















































※ 2　輔相（2人，議定兼任）は，「政体」（明治元年閏 4月 21日制定）において，行法の権を担当する行政官の長
の位置に立てられた職である。その職掌は「掌輔佐　天皇奏宣議事督国内事務総判　宮中庶務」であった。参
照，「政体ヲ定ム」（明治元戊辰年閏 4月 21日，第 331）（前掲）。
※ 3　行政官は明治 2年 4月 10日に神祇官など五官に規則書（その官における事務処理の手続きを定めたもの）
の作成を指示し，4月 20日には「理務規程綱領」を垂示して各官に理務規程の草定，上稟を求めた（この点，
「民部官ヲ置キ神祇官以下六官ニ定メ従来弁事ヘ差出ノ願伺等六官ニ進致セシム」，明治 2己巳年 4月 8日，第
346の項（前掲）を参照）。会計官処務条規はこの求めに応じて作成され，行政官により認可されたものである。
※ 4　この部分の記述については，大蔵省記録局（編）『大蔵省沿革志（上巻）』（所収，大内兵衛・土屋喬雄（編）『明



















2己巳年 7月 27日，第 681の項）。
　ここで，千田稔の記述を借りて，会計官―大蔵省と受け継がれる財政的統制の制度化の流れを整理しておき










える。」（千田稔「維新政権の地方財行政政策」，『史学雑誌』，第 85編，第 9号，1976年 9月，60―61頁。）尚，
「収奪貢租の中央集中の制度」の整備という点に関し，直轄県における貢金徴収機構の確立を論じたものとして，
森田武「直轄県における明治政府の経済政策―福島・白河地方の場合―」（『歴史学研究』，第 359号，1970年







































































































































告書」（明治 13年 2月 13日，太政官達）中の「自慶応三年十二月至明治元年十二月第一期歳入出決算表」を
見ると，該期には《堤防，道路，橋梁修築費》として 488,079円 73銭 9厘の支出が記録されている（『法令全
書（明治 13年ノ 1）』，677頁）。この数字は該期の歳出合計の約 1.6％にあたる。また，「一般ノ賞賜，恩賜，
養老金及ヒ水火風災等ニ罹ル者ノ賑恤，救助或ハ其貸金等ヲ集計」（同上，635頁）した項目である《恩賞，養老，











































































これは誤りである（『法令全書（明治 2年）』，目録 35頁，本文 246頁）。「民部官ヲ置キ神祇官以下六官ニ
定メ従来弁事ヘ差出ノ願伺等六官ニ進致セシム」（明治 2己巳年 4月 8日，第 346）の頭注にある通り，「第
六百二十二ニ依リ消滅」が正しい。














































※ 2　越後府は，越後国内の政府直轄地の統一的支配を目的として，明治 2年 2月 8日に設置（再置）された機関
である（「再ヒ越後府ヲ置ク」，明治 2己巳年 2月 8日，第 137）。ただし存続期間は半年ほどと短かった（7月
27日越後府は廃され，水原県に改められた）。また越後府廃止の同日，開港場の新潟に置かれていた新潟県も
廃され，これまた水原県に合併された（「越後府ヲ廃シテ水原県ト為ス」，明治 2己巳年 7月 27日，第 679，「新
潟県ヲ廃シテ水原県ニ併ス」，明治 2己巳年 7月 27日，第 680）。この改置・合併を期に政府は水原県による
越後直轄地の統一的支配を目指したのである。しかし，開港地新潟を抱えた水原県は，外交と内政の一元化問
題のこじれなどから安定せず，結局明治 3年 3月 7日に廃され，替わって新潟県が置かれることになった（「新
潟県ヲ復シ水原県ヲ同県ニ移ス」，明治 3庚午年 3月 7日，第 177）。以上の，越後の政府直轄地統治機関の改
廃の経緯については，新潟県（編）『新潟県史 通史編 6 近代一』（新潟県，1987年 3月），113―123頁を参照せよ。







潟県史 通史編 6 近代一』，124―125頁，割註部分は省略）。また，同時代の史料である「明治二年九月十七日　
新潟県用弁掛願書　治河会議所宛」には，明治元年の水災について，「流亡数万之諸民絶命之際ニ差臨，困苦
之体難忍見」と書かれており（新潟県（編）『新潟県史 資料編 13 近代一 明治維新編Ⅰ』，新潟県，1980年 3月，
864頁），被害の甚大さが窺われる。尚，星為蔵の「明治気象災害年表」には，明治元年 5月 30日（1868年 7
月 19日）の項に「信濃川稀有の洪水（新潟）」の記載がある（星為蔵「明治気象災害年表」，『測候時報』，第 42巻，
第 11号，1975年 11月，373頁）。












































　※ 1　「氷川神社ニ奉幣使参向日限」（明治 2己巳年 7月 2日，第 608）。



































　政府は，8月 25日，「淫雨ニ付節倹ノ詔ヲ発シ官禄ノ内ヲ以テ救恤ニ充テシム」（明治 2己巳年 8
月 25日，第 801）を発して広く節倹を呼びかけるとともに，二官六省の官員に官禄の一部を返上
























域数）を見ておくことにしたい。まず，明治元年は，大火 6，暴風雨・風害 1，水害 25，凶作 2である。元年
は水害が発生した都道府県個数が 25と多い。この 25という数は明治年間で第 6位の多さであり，明治期にお
ける平均水害被災都道府県個数 12.8の倍の数字である。明治 2年は，大火 6，暴風雨・風害 11，水害 3，海難
1，凶作 12である。凶作 12という数字が目立つ。これは明治年間で第 2位の数字であり，この年が「巳年の
困窮」と特記される事態であったことを頷かせるものである。明治 3年は大火 3，暴風雨・風害 32，水害 9で
ある。明治 3年は暴風雨・風害が 32と大きな数字を示している。この明治元年から 3年の時期には，災害の
発生が農民の困窮を生み，農民騒擾が多発した。【表：災害被災都道府県個数】には，元年の水害発生都道府
県個数 11（明治年間で第 6位の多さ），2年の凶作発生都道府県個数 12（同第 2位），3年の暴風雨・風害発生
都道府県個数 32（同第 2位）という数字が記されており，該期の災害の広がり（規模）の大きさを表している。
尚，該期における農民の困窮と騒擾発生については，青木虹二「明治初期農民一揆年表（明治 1～ 10）」（『歴
史学研究』，第 318号，1966年 11月），同『明治農民騒擾の年次的研究』（新生社，1967年 2月）のほか，「民
部省大蔵省分省セシム」（明治 3庚午年 7月 10日，第 457）の項（後掲）も参照のこと。
※ 8　「東京京都二府ニ救助米ヲ下付ス」（明治 2己巳年 8月 28日，第 815）（後掲）。
※ 9　「諸県官員官禄ノ幾分ヲ返上シ以テ救助ニ充テシム」（明治 2己巳年 12月 26日，第 1194），「諸道不実ニ付務
テ節倹セシム」（明治 2己巳年 12月 27日，第 1195），「官禄一石八両ノ宛ヲ以テ給付セシム」（明治 2己巳年
12月 27日，第 1196），「諸道不実ニ付府県ノ予備ヲ止メ悉ク収納ノ金穀ヲ納入セシム」（明治 2己巳年 12月 27日，
第 1198）。明治 2年 12月 27日の達「諸道不実ニ付府県ノ予備ヲ止メ悉ク収納ノ金穀ヲ納入セシム」については，
大蔵省記録局（編）『大蔵省沿革志（上巻）』，255頁も参照せよ。




【付録 2】「神明宮日枝神社ニ奉幣使参向日限」（明治 2己巳年 7月 2日，第 609）（247頁。）
　　　　　　七月二日（達）　　　　　　　　　　　　　　　東京府
神明宮日枝神社ヘ奉幣使来ル五日差向相成候其前神祇官官員為検分可罷越候間此旨為心得相達候事



















※ 1　「在官及非役有位ノ輩署名式ヲ定ム」（明治 3庚午年 12月 22日，第 950）。
※ 2　「旧官人元諸大夫侍並元中大夫等ノ位階ヲ廃シ国名並旧官名ヲ以テ通称ト為スヲ禁ス」（明治 3庚午年 11月
19日，第 845）。
※ 3　「官社以下定額及神官職員規則ヲ定メ神官従来ノ叙爵ヲ止メ地方貫属支配ト為シ士民ノ内ヘ適宜編籍セシム」
（明治 4辛未年 5月 14日，太政官第 235）。
※ 4　「従前ノ僧官ヲ廃ス」（明治 5壬申年 8月 17日，太政官第 227号）。




　『大蔵省沿革志』本省の部は，明治 2年 7月 8日条にて，当日付の官制改革について次のように
記している※7。










※ 5　本達発出の政治的意義については，次掲の「職員令並官位相当表」（明治 2己巳年 7月 8日，第 622）の項の
【註 2】を参照せよ。












































































































































































※ 1　「太政官中ニ舎人局雅楽局宮内省中ニ次侍従内舎人局御厩局ヲ置ク」（明治 3庚午年 11月 7日，第 802）。
※ 2　「弁官ヲ廃ス」（明治 4辛未年 7月 14日，太政官第 356）。
※ 3　「官制等級ヲ改定ス」（明治 4辛未年 8月 10日，太政官第 400）。
※ 4　原文に付されている振り仮名はすべて省略した。
※ 5　「民部省ヲ廃ス」（明治 4辛未年 7月 27日，太政官第 375）。
※ 6　「刑部省中逮部司ヲ置ク」（明治 2己巳年 11月 5日，第 1039）。
※ 7　「刑部省弾正台ヲ廃シ司法省ヲ置ク」（明治 4辛未年 7月 9日，太政官第 336）。
※ 8　「大少巡察ノ権官ヲ置ク」（明治 3庚午年 4月 29日，第 320）。
※ 9　「弾正台中ニ大少疏ノ権官ヲ置ク」（明治 4辛未年正月 23日，太政官第 38）。
※ 10　「府ノ職員中ニ正権典事ヲ置ク」（明治 2己巳年 12月 8日，第 1125）。
※ 11　「府県ニ庁掌ヲ置ク」（明治 3庚午年 9月 13日，第 588）。
※ 12　「開港開市場ノ府県ニ訳官ヲ置ク」（明治 4辛未年 10月 7日，太政官第 520）。
※ 13　「府県官制ヲ定ム」（明治 4辛未年 10月 28日，太政官第 560）。
※ 14　「藩制」（明治 3庚午年 9月 10日，第 579）。
※ 15　「藩ヲ廃シ県ヲ置ク」（明治 4辛未年 7月 14日，太政官第 353）。
※ 16　「県官定員中ニ権大参事ヲ置ク」（明治 4辛未年正月 22日，太政官第 37）。
※ 17　「開拓使ニ監事権監事ヲ置ク」（明治 3庚午年 4月 5日，第 266）。
※ 18　「開拓使官等表ヲ定ム」（明治 5壬申年 8月 24日，太政官第 234号）。
※ 19　「按察使ヲ廃ス」（明治 3庚午年 9月 28日，第 634）。
【註 1】前述したように，明治 2年 7月 8日，政府は，達「従来ノ百官並受領ヲ廃シ位階ヲ称シ神

























※ 22　版籍奉還の決行は，明治 2年 6月 17日であった。参照，「諸藩版籍奉還ノ請ヲ聴ス」（明治 2己巳年 6月 17日，






























0 0 0 0 0 0 0 0
，今日木戸え篤と御談し其上広沢え篤と々々御申談無之ては
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
、万々不相済事と存候




0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
処，又奥羽所置に至り候ても全く尽力にて方向相立候処に付，呉々御大事と
存候。尤総ての規則相立候上被廃候事と存候
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
。」（「明治 2年 6月 14日付三条実美宛岩倉具視書簡」，所収，日











はゝ，御至当の義にて候。」（「明治 2年 6月 30日付岩倉具視徳大寺実則宛松平慶永書簡」，所収，日本史籍協会（編）
『岩倉具視関係文書 四』，286―287頁。引用に際し，句読点を付した。）















（日本史籍協会（編）『広沢真臣日記』，東京大学出版会，1973年 11月，覆刻版，原本の刊行は 1931年 11月，
216，218，219，220，221―222，223頁。日記本文への注記部分は省略した）。











※ 1　「諸県窮民類焼ノ節諸拝借稟候所分ヲ定ム」（明治 3庚午年 5月晦日，第 378）。
※ 2　「府県管下救荒夫食種籾等貸渡方ヲ改ム」（明治 4辛未年 6月 5日，太政官第 275）。























































※ 5　「会計官職制章程ヲ定ム」（明治 2己巳年 5月 8日，第 425）（前掲）。









※ 8　「明治元年一月ヨリ八年六月ニ至ル歳入出決算報告書」（明治 13年 2月 13日，太政官達）を使って実際の貸
付額を見ると，次のようである。慶応 3年 12月より明治元年 12月に至る第 1期について，「一般ノ賞賜，恩賜，
養老金及ヒ水火風災等ニ罹ル者ノ賑恤，救助或ハ其貸金等ヲ集計」（635頁）した項目である《恩賞，養老，賑恤金》
は，206,660円 66銭 9厘であった（677頁）。この数字は該期の歳出合計の 0.7％にあたる。ほかに「降伏人及
貧民等御扶助」に関係する項目として《民政局》があり，これは 66,000円（0.2％）であった（678頁）。明治
2年 1月より同年 9月に至る第 2期については，《恩賞，養老，賑恤金》が 46,305円 5銭 7厘（0.2％），《民政
局》が 564,986円 84銭 1厘（2.7％）であった（688，689頁）。同じく明治 2年 10月より同 3年 9月に至る第
3期については，《恩賞，養老，賑恤金》が 395,004円 3銭 6厘（2.0％），《民政局》の後継機関である《按察府》



































































































































































































































　新しい窮民一時救助規則の内容を整理すると，次のようになる。まず規定は 7条からなり，うち第 1条，第 2条，















































「備荒儲蓄法制定窮民一時救助規則及凶歳租税延納規則廃止」（明治 13年 6月 15日，太政官第 31
号布告）（太政官）
